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土橋 廃止    紙ベースでビジュアル的な広報誌は必要であるが、類似媒体
として、毎月発行ではないが、平均約55百万円の事業費を投入
し、全戸配付している県政だより「ふれあい特集号」がある。約
14百万円の企画参画料の積算根拠もやや不明確であり、発行
部数も発行当初から50,000部と変化なく、購読者の拡大が図ら
れているとは思えない。
   昭和60年からの事業であり、費用対効果を勘案し、「あれもこ
れも」、「あった方がよい」というものから、「なくてはならないも
の」へと資金の傾斜配分「選択と集中」をしたらどうか。
   また、県政情報の周知媒体として、毎月発行されている市町
村広報誌との連携を検討したらどうか。

五味 廃止    全体の発行部数が5万部に対し2,770部を県が購入して色々
な事業に活用しているということであるが、制作費用や広告収
入など全体が不透明である。企画参画料の算定根拠があやふ
やであることが主な理由である。
   ふれあいについても写真等を多く利用した媒体になっている
ので、ふれあいや他の情報発信媒体との協調について、考え
方を変えていくべき。発刊から30年経っていて、他のタウン誌的
なものも徐々にその姿を変えてきているので、そろそろ考え直し
てもよいのかと思う。発行自体は県ではないので、発行を止め
なさいということではなく、県として予算を付けて制作に関与し
買い取るのは止めた方がよいと思う。

アドバイザーによる評価 ２次評価

有    「ザやまなし」は、山梨
県の総合情報を提供す
るグラフ誌として定着し、
読者等の評価も高く、県
広報誌「ふれあい」とはタ
イプの異なる媒体として、
その補完的役割も果たし
ながら県内外への情報
浸透に重要な役割を果た
している。また、｢ザやま
なし｣では、発行主体であ
る山梨日日新聞社の企
画に県が参加し、同社の
持つ豊富なノウハウや
データ等を生かして効果
的かつ効率的に情報発
信をしているところであ
る。
   こうした中、この度の行
政評価アドバイザー会議
では、企画参画料負担割
合の根拠が不明確であ
ること、広報誌「ふれあ
い」特集号との役割・機
能の違いが明確でないな
どの指摘をいただき、大
変重く受けとめているとこ
ろである。
   一方、県民アンケート
によれば、県政情報の入
手手段として紙媒体への
ニーズが最も高く、また、
県の広報において紙媒
体を最も重要視するよう
にとの県監査委員からの
指摘を踏まえると、印刷
広報の機能強化は引き
続き最重要課題として取
り組んでいく必要がある
と考えている。
   このため、今後、アドバ
イザー会議での指摘や、
「ザやまなし」が果たして
きた役割・機能を分析す
る中で、本事業を廃止の
方向で検討するととも
に、併せて印刷広報媒体
を通じた山梨の魅力情報
等の効果的な発信につ
いて見直していくこととす
る。

1 印刷広報費
（ザやまなし）

広聴広報課

無 　 山梨を紹介する唯一の
グラフ誌として、写真を効
果的に配置した誌面を通
して、山梨の総合情報を
効果的に発信し、県内外
の多くの方の山梨に関す
る魅力発見や理解促進
及び山梨のイメージアッ
プにつながっている。この
ため、必要に応じて連載
企画など掲載内容の検
討を行う中で、読み手の
視覚に訴え興味を引くグ
ラフ誌ならではの手法
で、引き続き山梨情報を
発信していく。

調書
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細事業名
(公共施設名)
担 当 課

１次評価

日高 廃止 平成26年3月に改訂された山梨県広報戦略によれば、広報活
動の環境が大きく変化する中で、ＴＶ、ラジオ、インターネット、Ｓ
ＮＳ、広報誌などの多様な広報媒体によるメディアミックス戦略
の重要性を掲げている。その中で「適時・的確・双方向・平易な
広報」を「国の内外」に向けて充実させていくことは、本県の広
報戦略としてきわめて重要である。また、県単独の広報活動の
みならず、市町村や民間機関（放送・報道機関を含む。）の行う
広報活動との連携や協力も重要である。こうした全体的な広報
戦略の中で、各メディアの役割機能や効果を明らかにし、より
一層効果的で効率的な広報戦略を展開する必要がある。以上
のような観点から、かいじ国体の開催をきっかけに昭和60年度
から始まりすでに30年近くが経過している「ザやまなし」の広報
媒体としての位置づけを抜本的に再検討すべきである。印刷物
による広報媒体については、県政だより「ふれあい」月刊号及
び特集号の他に、発行日が柔軟に設定できる「山梨なるほど情
報」などがあり、「ザやまなし」との重複がみられる。また、イン
ターネットやＳＮＳの普及は、不特定多数の人々に写真や動画
などのビジュアル情報をタイムリーに提供しており、「唯一のグ
ラフ誌」としての「ザやまなし」の機能も相対化して考える必要が
ある。さらに、近年、富士山世界文化遺産登録や地域再生への
関心から、ＴＶや新聞等の県内マスメディアも山梨の地域課題
や県内の取り組みを紹介する特集番組や連載企画を組むな
ど、ビジュアルな地域情報の媒体も豊富になりつつある。加え
て、「ザやまなし」は、県が1600部を定価で買い取り、県内外の
関係機関などに配布して、広報活動に効果を上げているとされ
るが、その検証がなされているとはいえない（成果指標の未設
定）。限られた予算の中で最大の効果を上げるためには、誰を
対象に何を広報しどのような成果に結び付けるのか。そうしたメ
ディア広報の基本中の基本であるセグメンテーションも明確で
はない。実際、県の「広報戦略」においてもその位置づけは明
確とはいえない。その上、発行にかかる経費のうち県負担分が
1900万円以上に上り、うち1370万円が「企画参画料」として支
払われているものの、その合理的な根拠については慣例であ
るという以上に県民に十分な説明ができない現状にある。「ザ
やまなし」の販売定価は257円（税込）であるが、県の広報媒体
としての買取り部数は1600部／月、19200部／年であるから、
県負担分19183千円（平成25年度決算）を買取り部数で割ると、
1部999円となる。コストパフォーマンスの観点から見ても、きわ
めて疑問の残る事業であるといわざるを得ない。以上により廃
止とするのが適当であると思料する。なお、「ザやまなし」の発
行自体は発行者の問題であり、本評価がタウン情報誌としての
価値を何らそこねるものでないことはいうまでもない。
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１次評価

土橋 廃止    毎年、開催数が6公演では「身近な場所で生の優れた舞台公
演に触れることができる」「公演団体の発表機会が増え、レベル
アップとなる」という事業目的を達成するには余りに少なすぎる
のではないか。
   各学校と身近で連携が密にできる市町村に事業移管するこ
とで自主性、独自性が反映され、実施校の拡大、公演団体の
出演回数の増加によるレベルアップ等、事業目的が達成できる
のではないか。
   また、実施校の受益者負担を検討したらどうか。

五味 要改善    この事業では、学校での公演を補助するというものである
が、生涯学習文化課が所管しているということは、文化芸術振
興基本法の中の「学校教育における文化芸術活動の充実」に
ついて規定している第２４条に触れなくてもよいのではないか。
   同法第４条で、地方公共団体が文化芸術の振興に関して施
策を策定し、実施すると規定されているので、学校で子どもたち
に文化芸術を観てほしいという趣旨はわかるが、現在行われて
いる内容で、それが果たせるのかという疑問がある。それなら
ば、学校を一旦離れて、違う形で公演団体にレベルアップをし
ていただくという方法もあると思うし、このままでの事業では目
的が果たせないのではないかと思う。こういう形でやるならば、
観るとか聴くだけの公演ではなく、実際に子どもたちが体験でき
るものであってもよいと思う。
   一つには、学校で実施する必要もないのではないかというこ
とである。

要改善 山梨県における独自の芸術文化活動の裾野を広げる活動を支
援しその環境を整備することは、文化行政の充実の観点からも
教育行政の観点からも、重要である。本事業が、要望を基に学
校教育の現場で一定の成果を上げ、また、公演者側にも発表
の場を提供することで質的向上の機会となっていることは評価
できる。しかしながら、改善すべき課題も少なくない。まず文化
行政の観点から、県内の芸術文化団体に発表機会を提供する
ことで「公演団体のレベルアップ」を図ることについてである。公
演主体への参加の動機は、生き甲斐づくりから芸術文化水準
の向上まで多様であるが、いずれの場合にも観客の意見や感
想、提案などの具体的な反応情報を多様な形態で公演者に
フィードバックすることが不可欠である。この点で、観賞した児
童生徒や教員、保護者への「アンケート」が一部で実施されて
いるものの、きわめて不十分な取り組みに終わっている。アン
ケートに限らず、公演者のレベルアップにつながる取り組みの
工夫が必要である。次に、教育行政の観点からの課題である。
学校教育における芸術文化活動の一環として本事業を位置づ
ける場合、学校現場のニーズやカリキュラムと連動した取り組
みとして改善する必要がある。特に、演劇や朗読などの公演は
コミュニケーション教育とも密接に関連しており、企画段階から
公演団体と学校とが連携して、児童生徒の参加や関わりを取り
入れるなど、体験学習機会としての位置づけを充実する必要が
ある。こうした双方向コミュニケーションを通して、公演団体側も
生の情報を受け取りスキル向上の機会となると同時に、学校側
も、単なる「観客」としてだけではなく、児童生徒の主体的な学
習機会をえることにもつながる。そのためには、本事業の所管
である企画県民部が、その事務分掌の範囲内だけでなく、教育
委員会との有機的な連携をとり、委託先の山梨県芸術文化協
会がそうした取り組みを実施できる環境づくりを行うべきであ
る。以上により要改善とするのが適当と思料する。

有    県立学校や私立学校
も対象としていることか
ら、引き続き県が実施す
ることとするが、体験学
習の機会としての位置づ
けを充実するため、体験
学習の機会となるような
公演内容を条件とする。
公演団体と開催校との打
ち合わせにも、そうした内
容となっているか、山梨
県芸術文化協会事務局
が関与していくこととす
る。
　 公演団体の活動の場
の確保及び活性化につ
ながるよう、すべての公
演でアンケート調査を実
施し、公演団体にフィード
バックする。
　 また、県教育委員会
に、募集に係る情報やア
ンケート結果などの情報
を提供することで、学校
のニーズを周知するなど
の連携を図っていく。

2 山梨芸術劇
場開催費（委
託）

生涯学習文
化課

無 　 鑑賞したり体験した子
ども達だけでなく、それを
見守る保護者も興味を示
し、家族で音楽等を楽し
むようになるケースもあ
り、国民文化祭を経て県
民の文化芸術に対する
関心が高まる中での裾野
拡大や文化意識の向上、
さらには、公演団体であ
る県内文化芸術団体の
レベルアップにも大きな
役割を果たしている。
　 また、国の文化芸術の
振興に関する基本的な方
針（第3次基本方針・H23
年2月8日閣議決定）重点
戦略3においても、できる
だけ幼い子どもから若者
までを対象とし、子どもの
発達段階に応じて、多彩
な優れた芸術の鑑賞機
会を充実することとされて
いる。
　 併せて、鑑賞した子ど
もや保護者に対するアン
ケートでも、鑑賞機会へ
の感謝や再演希望など
が多く、事業実施への需
用が高いことから、今後
も継続して実施する。

日高
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１次評価

土橋 要改善 ①　県は負担金を拠出している立場として、資金トレース、活
   動実績を確認し、従来以上に事業への関与を強め、負担金
   の有効活用を図っていただきたい。
②　現状、救急救命士が不足している状況にあるので、救急
   救命士の資格取得者の増員に向け、財団に対し「教育訓練
   事業」の強化拡充を要請していただきたい。
③　現状、補助金の大半が人件費補助となっているので、消
   防団員確保対策事業、操法大会の充実等、事業目的達成
   をより重視した使途となるよう補助対象事業の見直し等を含
   め検討していただきたい。

五味 要改善    山梨県高速道路消防救急連絡協議会負担金は現行どおり。
一般財団法人救急振興財団負担金も現行どおり。山梨県消防
団員資質向上等事業費補助金は要改善。
   　「その他知事が認める事業」という中に運営費が入っている
が、ここに入っているものは経常的なものであって、決して事業
ではない。これを「その他知事が必要と認める事業」とするには
無理がある。
   運営事務費を補助するのであれば、事務運営費補助金とい
うような、はっきり補助の内容がわかる表示が必要ではない
か。

3 その他事業
経費（消防振
興費）

①山梨県高
速道路消防
救急連絡協
議会負担金

②一般財団
法人救急振
興財団負担
金

③山梨県消
防団員資質
向上等事業
費補助金

防災危機管
理課（消防保
安室）

無

無

有

①中央高速自動車道（中
部横断自動車道）におけ
る消防、救急業務に関わ
る課題等は、沿線自治体
及び消防本部に基本的
に共通する内容であり、
定期的に情報交換を行う
機会を設けることは重要
である。また、迅速に活
動するためには、相互の
連携体制を図る必要があ
り、連携体制を確認する
ため、日ごろの連絡調整
のほかに、一堂に会して
の研修会の実施や大規
模事故の発生を想定した
連携訓練を実施するな
ど、当連絡協議会が果た
す役割は大きいと考え
る。
   今後も本県における高
速道路の利用は増加す
ると考えられ、高速道路
において発生する交通事
故やトンネル内での火災
等は大惨事になることが
予想されることから、関係
機関相互に連絡を密にし
て、広範囲な高速道路に
おける業務の円滑かつ
適正な運営のため継続し
ていく必要がある。
②一般財団法人救急振
興財団については、平成
３年８月に各都道府県か
らの出捐金（総額2,000百
万円、山梨県26,000千
円）をもって財団を設立
し、全都道府県が運営負
担金を納入している。主
な業務である救急救命士
の育成・確保（国家資格
取得に向けた高度な応
急処置に関する講義等）
については、各都道府県
で個別に行わずに、全国
２か所で行うことにより、
効率的かつ確実な育成･
確保が可能となってい
る。
　また、高齢化の進展や
住民意識の変化に伴い、
救急出場件数は年々増
加しており、救命率の向
上のため、県内すべての
救急隊に消防庁が目標
として整備を進めている
救急隊に救急救命士が
常時１名以上配置の体制
確保に向けて養成を進め
ていく必要があることか
ら、継続していく。
③地域における消防防
災力の強化を図るために
は、地域の実情を熟知
し、大きな動員力を有して
いる消防団員の士気の
高揚や資質の向上が不
可欠であり、県内の消防
団員で構成され、団員へ
の研修など、資質向上と
団員確保を実施する当該
協会事業への支援は必
要である。
　 一方、平成25年12月に
施行となった「消防団を
中核とした地域防災力の
充実強化に関する法律」
に明示されているように、
消防団員の確保に向け
て、企業（従業員）や大学
等（学生など若年者）へ
の働きかけなどの事業も
効果的なことから、補助
対象とする事業について
の見直しを検討していく。

日高 要改善 本事業は、①山梨県高速道路消防救急連絡協議会負担金
（100千円、平成25年度決算、以下同じ）、②一般社団法人救急
振興財団負担金（6100千円）、③山梨県消防団員資質向上等
事業費補助金（6242千円）、の三本を束ねたものである。個別
の事業に関する改善の課題以前に、そもそも「その他」事業と
いう事業区分の在り方について、本事業に限らず全庁的に見
直しが必要である。「その他」とは、特定されたもの以外でその
いずれにも属さないもの、もしくは、あまり重要でないものや主
要でないものを表現する際に用いられるごく一般的な用法であ
ると思われる。しかし、事業名としての「その他」は、それ以外に
選択の余地のない合理的理由が存在する場合を除き、使用す
べきでないと考える。第1に、その用法は行政内部の予算技術
上の都合を最優先するもので、県民に対する事業内容の分か
り易さを軽視する結果になる。第2に、「その他」で一括された
個々の事業の内容や方法を外部から見えやすくするという透明
性の担保に反する結果を招く。したがって、「その他」の区分に
ついては、その区分基準を明確にすると同時に、できる限り適
切な区分法や事業名を採用するなどの改善が必要である。こ
の観点から見ると、①と②は、その類似性に着目すると、たとえ
ば「消防救急負担金」などの事業名で括ることも可能であるよう
に思われる。一方、③は、①②とは異質な性格の補助金であ
り、そもそも他の二者と一括りにしなければならない合理的理
由が見当たらない。山梨県消防協会に対する補助金である本
事業は、むしろ単独の事業として位置付けることにより透明性
を向上すべきものと考える。次に、個別事業の改善課題につい
て、③の事業名は、消防団員の資質向上のための「事業補助」
であることを強調しているが、その実態は「その他知事が必要と
認める事業」のうち消防協会事務局の人件費が約85％を占め
ていることから「運営補助」という性格を色濃く有している。事業
内容に合致した適正な事業名を再検討すべきであると考える。
以上により要改善とするのが適当であると思料する。

有    「その他事業経費」のう
ち、山梨県高速道路消防
救急連絡協議会負担金
と一般財団法人救急振
興財団負担金の２事業に
ついては、消防救急に関
する負担金という共通点
があり、適切な細事業名
を検討する。
   「その他事業経費」のう
ち、「山梨県消防団員資
質向上等事業費補助金」
については、他の２事業
（負担金）と共通点がない
ため、個別の細事業とす
ることを検討する。
   消防団員の確保に向
けて、企業（従業員）や大
学（学生など若年者）等、
幅広い層への働きかけ
などの事業も効果的なこ
とから、補助対象とする
事業についての見直しを
検討していく。
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日髙 現  行
どおり

適正に運用されているものと評価する。なお、地域コミュニティ
の中で、各施設が「閉ざされた空間」とならないよう、地域住民
との交流などコミュニティ活動への積極的な参加を促してもらい
たい。

土橋 現  行
どおり

   各施設に対して財務状況を含め事業運営状況の実態調査、
指導等を強化し、入所条件、資格要件等を検証し、入所率
100％の推進と健全な施設運営を指導されたい。

五味 現  行
どおり

   入所者からの徴収額を決定するにあたり、前年度所得以外
の要素も考慮するかしないかの検討が必要ではないか。

土橋 要改善    各市町村により事業内容、実施状況等にばらつきがあるの
で、各市町村の実施事業に対し、現地での実態調査をする等、
積極的に事業に関与していただきたい。
   その過程で、障害者やその家族を含めたニーズを的確に捉
える中で、事業の見直し、改善等を実施し、市町村のばらつき
をなくす調整機能をより発揮していただきたい。
   成果指標について工夫し、何らかの数値目標を設定していた
だきたい。それにより、事業のあり方、方向性、内容の見直し等
が検証できるのではないか。

五味 要改善    障害者の実数と日常生活用具や意思疎通、移動支援のサー
ビスの受給者数にかなりの開きがある。障害者の中にはサー
ビスを必要としていない方もいるかもしれないが、自分でサービ
スを利用したいという意思表示ができない方もいるのではない
か。実際の支援を行うのは市町村だが、どうしたらそういう方の
掘り起こしをしていけるのかということは、県としても施策が必
要ではないかと思う。
   市町村格差ももちろんだが、個人格差もできるだけなくなるよ
うな事業が行われればよいと感じた。

　 各軽費老人ホームの
事業運営が適切かつ効
果的に行われるよう所管
する保健福祉事務所を
通じて引き続き指導を
行っていく。
   また、入所率を高めて
いくため、各軽費老人
ホームに入所者募集の
取り組みを強化するよう
働きかけるとともに、県で
は県民に軽費老人ホー
ム制度の周知を図ってい
く。

5 市町村地域
生活支援事
業費補助金

障害福祉課

無 　 各市町村は、補助事業
を活用することで、障害
のある人が、基本的人権
を享有する個人としての
尊厳にふさわしい日常生
活及び社会生活を営むこ
とができる地域社会づくり
を進めている。平成２５年
度にＱ＆Ａを作成し、各
市町村に提供するなど、
審査事務の効率化に向
けた見直しを行ったが、
引き続き事務処理の改
善に努めていく。

日髙 要改善 少子高齢化と人口減少が進行しきわめて厳しい地域社会（地
域コミュニティ）の将来が予測される中で、障害者・障害児の当
事者としての本人の意思や家族の支えを尊重しつつ、地域コ
ミュニティにおいて日常生活をサポートする体制を整備充実す
ることにより、多様な社会参加の機会を拡充することは、きわめ
て喫緊の政策課題である。まずは身近な生活の場である市町
村レベルにおいて障害福祉計画に基づく具体的な取り組みが
求められる。しかしながら、市町村での取り組みには、財政的に
も人的にも、また、行政区域の境界の面から見ても、様々な制
約や限界がある。そのため、広域自治体である県の役割も小さ
くない。本事業のような補助事業による財政支援も、一種の制
度補助であるとはいえ、不可欠である。加えて、県の役割は、
地方分権時代の県と市町村との関係をふまえつつ、広域連携
や市町村の連絡調整を通して、単独の市町村だけでは実行の
困難な課題への解決策の提案やそのための仕組みづくりに貢
献することであろう。この観点から見ると、本事業のあり方につ
いていくつかの改善課題がある。まず、障害者や障害児がどの
市町村に在住していても希望する生活支援サービスを受けら
れるよう、関係市町村と協議して支援サービスの充実に協力す
ることである。単なる制度補助の事務執行の「効率化」という観
点からの見直しの必要ではなく、この補助制度を「ツール」とし
て政策的な観点から県が果たすべき実質的機能を見直す必要
がある。たとえば、障害福祉計画上の任意事業についても市町
村間計画の格差やサービスのギャップの解消をいかにすべき
かなど。次に、広域自治体としてのメリットを活かし、たとえば移
動サービスのアクセシビリティの改善や充実策の検討など、市
町村の行政区域をまたぐ政策課題の解決への貢献である。具
体的には、山梨県障害者自立支援協議会などを通じて、各市
町村の地域自立支援協議会との密接な連携を図るなどして課
題の解決を図るべきであろう。山梨県地域福祉支援計画の見
直しにおいても地域コミュニティの役割が重視されることとされ
ており、障害者・障害児に限らず、住民の誰もが地域コミュニ
ティと関わり、地域コミュニティの中で共生できる環境を再生す
ることは、喫緊の地域課題である。以上により要改善とするの
が適当であると思料する。

有 　 障害者等の福祉の増
進及び個を尊重し安心し
て暮らすことのできる地
域社会の実現に向け、市
町村担当者から聴き取り
を行い、その結果を踏ま
え、県・地域の自立支援
協議会の協力を得なが
ら、市町村間のサービス
格差の解消、複数市町
村にまたがる事業の実施
等を促していく。

4 軽費老人
ホーム事務
費補助金

長寿社会課

無 　 県が、運営法人に対し
て補助することにより、軽
費老人ホームの運営を
維持することが可能とな
ること、及び入所者が低
額な料金で安心して暮ら
せる住まいの提供ができ
ていることから、引き続き
この事業を実施していく
必要がある

無
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土橋 要改善    県民の安全・安心は、県が責任をもって対処する必要がある
と思うので、補助事業者に対し、食品衛生指導員の資質向上
のための研修充実や食品衛生指導員との現場巡視等、連携を
強化し、ＯＪＴを含め県の関与を強めていただきたい。
   定率補助とはいえ、ここ数年3,400千円の定額の補助金が交
付されている。補助金の資金トレース、事業効果の検証、確認
をしていただきたい。

五味 要改善    食品衛生指導員による営業施設の巡回指導を対象施設9，
000弱に対し、年間16，900行っている。つまり、1営業施設に対
して、年間約2回の巡回指導を行っている。その巡回指導を
行っているのは、755名の食品衛生指導員であり、一人ひとり
の負担はかなりのものである。その食品衛生指導員による巡
回指導では、細菌検査などもしないということなので、どのよう
な効果があるのかよくわからない。同じ営業者の中から研修を
受けて、食品衛生指導員となるということなので、その立場が不
明であり、その効果が不明瞭、不透明であり、意味合いをもう一
度検討し直してほしい。

一部
廃止

食の安全性が揺らいでいる今日、食の安全確保のために、飲
食に起因する衛生上の危害の発生を防止する全県的な活動
に、県行政が責任を負うことは当然である。そのため、県では
食品衛生監視指導計画を策定して、保健所や関係機関が連携
し、また本事業の補助先である山梨県食品衛生協会などの民
間団体、事業所などとの協働により、食の安全確保に取り組ん
でいるところである。また、そもそも食の安全確保や自主検査、
そのための知識や技術の習得等は飲食等を提供する事業者
（食品等事業者）の自己責任により第一義的に確保されるべき
ものである（食品衛生法第3条）。そのために民間の事業者や
団体に対して、その自己責任を全うできるようにするために一
時的にあるいは部分的に行政が効果的な支援や協力をするこ
とは当然であろう。しかしながら、本補助事業は、昭和33
（1958）年に開始以来既に55年以上が経過している。それにも
かかわらず、途中で見直しがなされてきたとはいえ、毎年340万
円の補助金を支給し続けている。こうした実態は、民間事業者
を支援するとしながら、実際には民間事業者の「自主管理推
進」を行政が阻害しているとみるほかない。しかも、協会の自主
事業として行っている「食品衛生指導員」は、山梨県知事が条
例に基づいて委嘱している「食品衛生推進員」と人的にも業務
内容的にも重なっており、その立場や役割もあいまいで分かり
づらい。ただ、近年の食品衛生をめぐる環境や制度が目まぐる
しく変化し、次々と新たな対応を迫られる状況にあることも事実
である。そのため、そうした最新の情報提供において、食品衛
生監視者としての県の果たすべき役割があることも確かであろ
う。こうした観点から、補助対象事業及び補助対象経費を見直
すべきであると考える。具体的には、現行の補助対象事業のう
ち、③食品衛生大会の開催及び④食品衛生指導員研修会の
開催を除く、①食品衛生指導員による営業施設の巡回指導②
食品安全情報相談窓口の開設⑤街頭キャンペーンの実施⑥
講習会の開催に対する補助部分については廃止すべきであ
る。また、補助対象経費も、③と④に係る報償費と旅費及び会
場借り上げ費に限定すべきである。以上により一部廃止とする
のが適当であると思料する。

有    県民の食の安全確保
や食品事業者への最新
情報の提供は、県の責
務である。近年、新たな
食中毒の発生や管理運
営基準の改正等があり、
食品衛生を取り巻く環境
は大きく変わってきてい
る。
   このような中、県の食
品衛生監視員が実施す
る監視指導の件数は、約
28,000件の食品関係施
設のうち、大規模施設を
中心に年間約13,000件
にとどまっており、それ以
外の中小事業者への最
新情報の提供が必要と
なっている。
   このことから食品衛生
指導員による巡回指導、
相談窓口の開設、食品
衛生大会や指導員の資
質向上を図る研修会の
開催は、事業効果を上げ
られるように県が指導、
助言を行いつつ、引き続
き助成を継続する必要が
ある。
   街頭キャンペーンにつ
いては、一時的な啓発に
とどまってしまうことから、
継続的な啓発が行えるよ
う、食品衛生月間等普及
啓発事業に組み換え、講
習会の開催については、
廃止を含めて検討する。

6 食品衛生自
主管理推進
事業費

衛生薬務課

有 　 近年の食品衛生を巡る
環境は、ヒラメや馬刺し
の寄生虫食中毒の発生
など、新たな食中毒の発
生やHACCPの方式を取
り入れた衛生管理運営基
準の導入など、毎年大き
く変わってきている。
　 また、レストランにおけ
る食品表示の偽装問題
や中国での使用期限切
れの鶏肉の使用問題も
あったことから、食品衛生
の向上、食品の危害防止
に係る普及啓発を強化す
る必要がある。
　 このことから、補助事
業者に食品衛生指導員
の研修内容の充実や食
品営業者への啓発方法
の工夫を行わせながら、
現行どおり補助事業を継
続する必要がある。

日髙
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土橋 要改善    検査精度向上事業の成果指標の中で、「早急に改善が必要
となる」が3.1％ある。
   検査精度は、原則100％完璧なものでなくてはならないと思う
ので、精度管理のあり方、指導方法等を検討し、完璧なものと
していただきたい。

五味 要改善    検診従事者の資質の向上については、すべて無料というの
はいかがなものかと思う。資質の向上は日常の本人の業務に
ついてもプラスになるので、そうした意味では、雇用者負担や自
己負担があってもよいのではないかと思う。

土橋 要改善    昭和52年からの事業であり、過去はそれなりの意義があった
と思われるが、毎年度定額補助が実施されており、補助事業の
資金トレース、成果の検証等も十分とは言えず、何となく続いて
いるマンネリ化した事業と思われる。
   終期を決め、補助金のあり方を検討したらどうか。
   成果指標の実績集計が例年12月頃となっている。前倒して
集計することにより実績を検証し、次年度への事業改善策等が
検討できるのではないか。

五味 要改善    土地利用条例の説明を受けたが、今ひとつすっきりしない。
連合会のあり方そのものにも問題があるのではないかという感
じを受けた。恩賜林の保護は必要であるが、恩賜林はもともと
県民の財産であり、連合会のあり方を考え直す時期ではない
かという感触を得た。

7 検診診査検
査精度向上
対策事業費

健康増進課

有 　 県民の健康を守るため
の検診事業においては、
検診精度の維持・向上は
必要不可欠であるため、
今後も事業を積極的に推
進していかなければなら
ない。
　 また、医療従事者の専
門集団である県医師会
等に委託することが、事
業を実施する上で最も効
果的かつ効率的である。
　 今後は、県民のがんの
罹患状況や検診機関の
状況など分析した上で、
より質の高い検診の提供
ができるよう精度管理の
あり方を検討していく。

日髙 要改善 県民の健康を守るための検診事業の精度を向上・維持すること
は必要不可欠である。専門的見地から客観的かつ広域的に実
施されるべき本事業を県が所管することも妥当であり必要であ
る。そうした検診精度のチェックや向上・維持を県医師会や専門
家の学会と提携して行うことも不可欠であろう。しかしながら、
毎年1500万円余の予算をつぎ込んで行われる行政事業とし
て、疾病環境や医療技術、検査技術の変化に対応しつつ、前
例踏襲に陥ることなく不断の事業実施方法等の見直しが必要
なこともいうまでもない。そうした観点から、たとえば病院等の検
診実施機関に対して毎年実施されている検査精度向上事業に
ついて、検査項目が年によって異なる部分があるにせよ、全項
目を毎年実施する必要があるのか、それとも隔年の実施でも確
率的に可能であるのかなど、有効性を損なわない範囲内で効
率性を改善する方策はないか、それによって経費を縮減できる
余地はないか、専門家の意見を聞きつつ検討を重ねる必要が
ある。以上から要改善とするのが適当であると思料する。

有    精度の維持・向上を前
提としながらも、より効果
的・効率的に実施できる
よう、医師、臨床検査技
師等専門家の意見を踏
まえて検討していくことと
する。

要改善 恩賜県有財産管理条例に基づき、保護団体は、従来の入会慣
行のある恩賜林区域について、火災の予防・消防、盗伐等の防
止、有害動物の駆除、稚樹の保育などの保護責任を負うことと
され、そうした保護団体の県下160団体を会員として連合会が
組織されている。県は、この連合会を介して、単位保護団体の
保護活動等の維持や向上を支援している。平成25年度の保護
活動実績はまだ確定していないものの、ほぼ例年並みの実績
の見込みという。一定の活動成果を上げていると評価できる。
しかしながら、少子高齢化と人口減少が進行する中で、これか
ら先も同様の方法で恩賜林の保護活動が実行できるかは疑問
である。保護団体の構成員だけでなく、地域住民や都市住民の
恩賜林への関心を喚起して保護活動へのボランティア活動を
拡充するなどの方策も合わせて検討する必要がある。そのた
め、中長期的には、伝統的な入会慣行のあり方や保護組合の
あり方の再検討を含めて、山梨県恩賜県有財産土地利用条例
の見直しも検討する必要があると考える。以上により要改善と
するのが適当であると思料する。

有    本事業の効果的な実
施を図るため、県民の恩
賜林への関心の向上、
保護活動に対する適切
な住民参画の在り方等に
ついて、保護団体等とも
協議する中で必要な見直
しの検討を進める。
   また、毎年度の事業実
績を把握・分析し、翌年
度以降への事業改善等
に的確につなげるため、
成果指標となる実績の集
計が速やかに把握できる
よう検討を進める。

8 恩賜林保護
組合連合会
事業費補助
金

森林環境総
務課

有 　 山村地域での過疎化
や、高齢化社会の進展に
伴い、恩賜林に対する地
域社会の関心の低下が
懸念されている中、恩賜
林の適正な保護育成の
ためには、今後も地域に
密着した保護活動が不可
欠であり、連合会による
一元的な指導育成等に
対し、引き続き補助事業
を行う必要がある。
　 このため、県で毎年実
施している保護団体調査
でのヒアリングや連合会
との情報共有を進め、本
事業の効果を的確に把
握し、各団体の適切な保
護活動の確保や地域社
会における恩賜林への
関心の向上に向けて必
要に応じた検討を行い見
直しを行うこととする。

日髙
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日髙 要改善 長期的かつ安定的に適正な生息数の水準を確保し、同時に、
ニホンジカによる農林被害を軽減するためには、計画的、集中
的に管理捕獲を実施することはやむを得ない。その観点から見
て、平成29年3月までに適正生息数とされる4700頭の水準を達
成する上で、現状の捕獲数は十分であるとはいえない。そのた
め、今後、捕獲目標数の見直しを含めた捕獲体制の整備は喫
緊の課題である。同時に、こうした現状について県民に分かり
易く情報を提供することも必要である。また、捕獲したシカを食
肉に加工してジビエ料理として普及するための「山（森）の恵
み」の積極的な活用策も本格的に取り組むべきである。具体的
には、たとえば岡山県で取り組まれているようなレストランや精
肉販売店と協働したジビエ料理（「備前ジビエ」）の普及事業な
ども参考にして、県内の食肉加工施設の整備充実とジビエ料理
の普及などの方策を具現化する必要がある。以上により要改
善とするのが適当であると思料する。

土橋 要改善    ここ数年、捕獲数は増加しているものの、農林業被害額も増
加している現状である。
   実態を検証するとともに、各市町村、隣接県、猟友会等との
連携を強化し、捕獲手法やモニタリングの調査手法等捕獲体
制の整備を検討していただきたい。

五味 要改善    この事業については、みどり自然課だけでなく、いくつかの課
がアプローチしているということであるが、その連携がよくわか
らない。もう少し効率的な連携ができるのではないかという感触
を得た。
   推定生息数が思うように減っていないのは、対象が動くから
ではあるが、標高の線引きでは管理できないのではないかと思
う。各部署の統一的な事業実施が必要だと思う。

日髙 要改善 松くい虫の防除には、媒介するマツノマダラカミキリの羽化の調
査などに基づく薬剤散布による駆除と、実際に松くい虫の被害
木を発見して伐倒し被害が拡大しないようする伐倒駆除があ
る。こうした防除事業の実施により、平成21年以降、被害面積
が減少している。事業が効果的に実施されていると評価でき
る。ただ、松くい虫の被害は、アカマツ林であれば、その樹木や
山林の所有者や管理者の別に関係なく及ぶ可能性があること
は当然である。したがって、松くい虫の防除対策は、適切なタイ
ミングに一斉に統一的に実施される必要がある。現状では、事
業の実施主体や充当できる財源別に7つの事業で対応されて
いる。そのため、効果的な防除体制と成果が得られるよう、事
業の整理統合を行うべきである。以上により要改善とするのが
適当であると思料する。

土橋 要改善    委託業者へ支払う労務管理単価の上昇も見込まれるので、
委託業者への成果指標の導入などにより、事業の効率化を図
るとともに、7事業で実施されている森林病害虫対策事業の整
理、統合等により、事業の効率化、成果の向上につなげていた
だきたい。

五味 要改善    被害面積は徐々に減っているものの、まだ松くい虫の被害は
残っている。
   民有林での松くい虫対応は、所有者が違うことなどから対応
に苦慮しているとは思うが、その対応の問題や、松くい虫対策
事業が７つに分かれていることなど非効率であることについて
は改善し、効率的な駆除を進めていただきたい。

9 ニホンジカ保
護管理事業
費

みどり自然課

有 　 特定鳥獣保護管理計
画では、平成24年度から
県・市町村等の管理捕獲
等により、計画最終年度
（平成２８年度）までにニ
ホンジカを適正生息数の
4,700頭まで減少させるこ
ととしている。このため、
平成２４年度からニホン
ジカの年間捕獲目標頭
数を12,000頭に設定して
捕獲を進め、本事業によ
る捕獲目標は達成してい
るものの、全体の捕獲頭
数は、平成24年度は
9,775頭、25年度は11,181
頭と目標を下回っている
状況である。
　 本年度は、計画期間の
中間年に当たることか
ら、生息モニタリング調査
や、これまでの捕獲効果
を検証した上で、鳥獣の
生息数を適正な水準に
減少させるなど「管理」と
いう考え方を基調とする
鳥獣保護法の改正も踏
まえ、達成期間や年間の
捕獲目標頭数の見直しを
含めた捕獲体制の整備
を検討する。

有    特定鳥獣（ニホンジカ）
保護管理計画について、
国が検討を進めている個
体数の推計を参考に適
正生息数への達成期間
や年間捕獲目標頭数等
を見直す中で、現行計画
に代えて新たに改正鳥獣
保護法に基づく第２種特
定鳥獣管理計画を策定
することとし、これに伴
い、ニホンジカ個体数調
整捕獲事業の捕獲目標
頭数の見直しを図る。
   併せて、ニホンジカの
生息地の拡大や狩猟者
の減少・高齢化に対応
し、機動性が高く、効果
的な猟具であるくくりわな
の普及促進等による捕
獲体制の充実を関係機
関と連携する中で検討し
ていく。

   行政評価アドバイザー
会議の指摘を踏まえ、平
成27年度当初予算編成
において、事業の目的や
内容、事業主体等により
関係する事業を整理、統
合し、効果的な松くい虫
防除対策の実行と併せ
て事務処理の効率化を
図る。

10 防除事業費

森林整備課

有 　 当該事業は意図した成
果をほぼあげているもの
の、本県の松くい虫対策
をはじめとする森林病害
虫対策は、事業実施主体
や財源別に７つの事業で
実施されており、事業の
執行が複雑になってい
る。
　 このため、事業の目的
や内容、事業主体等によ
り関係する事業を整理、
統合するなど、効果的な
松くい虫防除対策の実行
と併せて事務処理の効率
化について、検討を進め
ていく。

有
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土橋 要改善    「経営革新計画承認制度」、「トライアル発注商品認定制度」
とも周知方法等を工夫し、事業拡大を図っていただきたい。
   経営革新認定事業の計画の達成状況を把握し、フォローアッ
プしていくためには、県として実態を調査するために現場へ出
向き、課題、ニーズを聞き取ることも必要ではないか。
   「トライアル発注商品認定制度」については、平成25年度申
請件数がゼロである。制度内容に問題があるのか、事業者のメ
リットが少ないのか、課題を検証していただきたい。

五味 要改善    経営革新計画の承認制度については、計画承認後のフォ
ローアップが不十分なため、承認された事業計画がどのような
結果となっているかわからない。計画未達成の場合には、その
原因を確認しなければ、今後に役立てられないということだと思
う。フォローアップを受けるよう事業者に働きかけを行う必要が
あると思う。
   トライアル発注商品認定制度については、商品の性能を保証
するものではないが、審査を経て認定されたものなので、さらに
周知を行い、広く県民にコマーシャルしてもよい。

土橋 要改善    民間企業が開催するセミナー等と情報連携するとともに、「や
まなし暮らし支援センター」の使用料等費用が増加しているの
で、同所の立地条件を活かすとともに、学生のアンケート結果
等も加味し、実施方法、実施時期等他と差別化した独自性のあ
る事業としていただきたい。
   また、雇用の受皿を確保すべく関係部と連携し、県内の雇用
確保対策等を推進していただきたい。

五味 要改善    この事業が学生を対象にしているのなら、やまなし暮らし支
援センター内に事務所を設ける必要はないと思われる。
   学生をＵ・Ｉターンさせるためには、学校に出向いて説明会や
相談会をした方が効果的と思われる。

11 経営革新支
援事業費

成長産業創
造課

有 　 経営革新計画の承認
件数は、概ね意図した成
果はあげていることから
引き続き実施していく。
　 経営革新の重要性の
浸透と更なる取り組みを
促進し、承認件数の拡大
を図るための方策を検討
する。

日髙 要改善 地域経済を再生する上で中小企業の経営革新を実現すること
は重要な地域産業政策である。本事業は、中小企業事業活動
促進法に基づく経営革新計画の承認制度の運用と、その出口
戦略の一環としてのトライアル発注商品認定制度の運用からな
る。前者については、目標を下回ってはいるものの一定の承認
件数があり成果を上げている一方で、計画承認後のフォロー
アップなどが法的義務付けのない任意事項であることもあっ
て、十分に機能していない。計画申請段階での行政指導などを
通じて、その充実を図るべきである。また、トライアル認定制度
については、県の発注だけでなく、市町村の発注にも波及する
ように、市町村への協力をさらに働きかける必要がある。以上
により要改善とするのが適当であると思料する。

有    商工団体や金融機関
など中小企業の支援拠
点に対し働きかけを行
い、機関誌などの発送の
際に経営革新計画やトラ
イアル発注商品のPRチ
ラシによる周知を行う。
   また、商工団体が主催
するイベントにおいて、ト
ライアル発注商品の展示
を行うとともに、経営革新
計画についてもPRを行
う。
   経営革新計画のフォ
ローアップについては、
計画の承認時において、
事業者に対しフォロー
アップ事業による支援を
受けることを強く促す。
   トライアル発注商品認
定制度については、認定
商品について、商工団体
等へ周知を行うとともに、
市町村へも周知を行い、
受注機会の拡大を支援
する。

要改善 急速なペースで人口減少が進行している山梨県にとって、人口
の維持・増加対策の一環としてのＵターンやＩターン就職の促進
は、重要な課題の一つである。しかしながら、年間1千万円以上
をかけて、「やまなし暮らし支援センター」内に移転して取り組ま
れた県内就職者数の成果は、移転前の平成24年度の60人に
対して80人に増加しているものの、学生ベースでは62人でほと
んど増えていない。650万円以上の追加的コストをかけて得ら
れた成果（コストパフォーマンス）はきわめて不十分である。そも
そも、学生の就職活動は、流動する労働市場の動向の中で、
企業と学生との交渉により決定されるものであり、そのために
県内企業の首都圏大学でのプレゼンスや競争力を拡充するた
めに行う政策的支援は重要であり有効である可能性はある。し
かしながら、個々の企業の求人活動とは別に、採用事業者では
ない県がＵターンやＩターンを目的に行う情報提供や相談活動
は、山梨の一般的な魅力や住宅相談など住環境に関するもの
になりがちだと考えられる。そうした情報提供や相談活動が、そ
もそもＵターンやＩターンを考慮している学生にとってニーズに
マッチしたものとなっているのかどうか。そうした点の検証も含
めて、当該事業そのものの妥当性や有効性を根本的に再検証
すべきである。そのため、この事業については一旦終期を設定
し、成果の再検証を行うべきである。以上により要改善とするの
が適当であると思料する。

有    ＵＩターン就職を推進す
るためには、学生や大学
のニーズを的確に把握す
る必要があることから、
本県出身学生が多く在籍
する大学等と「就職促進
協定」を締結するなど、よ
り緊密な連携を図って情
報収集に努めていく。
   また、県内への就職を
希望する学生に対して
は、「ユースバンクやまな
し」への登録を促進し、県
が開催する面接会や就
職セミナー等のイベント
や、詳細な県内企業情報
を定期的に提供し、就職
活動を支援するとともに、
県内への就職状況など
成果の把握に努めてい
く。
   就職フェアは、高い技
術力を持った県内企業の
事業主によるプレゼンや
専門家による就職面接
対策講座など、独自性の
ある有意義な内容とす
る。

12 Ｕターン・Ｉ
ターン就職促
進事業費

労政雇用課

有 　 従来は、大学卒業予定
者に対する企業の広報
活動開始は学部３年次の
１２月１日、採用選考活
動開始は、翌年４月１日
とされていたが、平成２７
年度卒業予定者から広
報活動開始は学部３年次
の３月１日、採用選考活
動開始が８月１日に変更
され、後ろ倒しされる。
　 この見直しを踏まえ、
今後の動向に十分留意
しながら情報提供を行う
とともに、就職フェアの開
催に当たっては、実施方
法の検討を行う。

日髙
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１次評価

土橋 要改善    平成25年に事業開始したばかりであるので、首都圏県人会、
県内出身企業等を活用し、「やまなし暮らし支援センター」の存
在の周知強化を図っていただきたい。
   各市町村と連携強化する中で、首都圏の人たちのニーズが
あると思われる農地と住宅が一体となった物件（クラインガルテ
ン等）の供給や移住決定者、既移住者との情報交換を通じた情
報発信等を強化していただきたい。

五味 要改善    他県から山梨に移住してもらうのは非常にうれしいことであ
る。ただ、NPOふるさと回帰支援センターに委託している金額も
少なくない数字である。これだけの委託をして、移住者が５２人
いたことの費用対効果はどうなのか。例えば、やまなし暮らし支
援センターが移らずに、ふるさと暮らし情報センターにすべての
業務を委託した場合に、どのくらいの移住者があるのかという
疑問を少々持った。６０歳のご夫婦が２０年間暮らした場合、行
政収支がプラス１千万円とのことだが、移住をしてもらうのは嬉
しいが、これだけの多くの経費をかけただけの意味合いがある
のかどうかの検討をお願いしたい。

土橋 要改善    北京、上海の現地法人に定額で委託している事業である。活
動拠点が中国であるため、資金使途の確認や活動実績が十分
把握できず、また、成果についても正確な把握が不可能な状況
である。一方、現地法人にとっては、成果を上げなければならな
いという緊張感・プレッシャーがあるとは言えない状況である。
   終期を決め、事業のあり方、事業効果等を検証する必要があ
るのではないか。

五味 要改善    成果指標の延べ宿泊者数は伸びているが、これによる経済
効果がわからない。また、資金の使途も明確にされていない。
その点について改善をお願いしたいと思う。

13 やまなし暮ら
し支援セン
ター費

観光振興課

無    やまなし暮らし支援セ
ンターが開設して１年が
経過したばかりであり、ま
た、１年目の移住決定者
の目標をクリアしたことか
ら、当面、推移を見守るこ
ととする。
　 なお、　移住決定者の
半数以上が５０代以上で
あることから、他事業と連
携しながら、より若年世
代にも山梨暮らしの魅力
の発信を行い、若年層の
移住に結びつけていく。

日髙 要改善 県内移住や二地域居住をめぐる自治体間競争が熾烈を極めて
きている中で、東京にやまなし暮らし支援センターを開設して山
梨の魅力を発信することは重要である。開設初年度の移住決
定者数が目標の40人に対して、東京、神奈川など52人に達した
ことは大きな成果が上がったものと評価できる。移住後の市町
村は北杜市30人、南アルプス市9人など6市村に及んでいる。
一次評価では事業開始1年目で事業課見直しは「無」とされて
いるが、次年度以降の成果につなげるためにも、次のような取
り組みが必要である。まず、移住決定者を対象にして山梨に移
住決定した決定的な「要因」は何か、こうした要因分析を系統的
に行うことが不可欠である。こうした「要因」を特定することで、
移住相談の具体性やレベルの向上につながり、さらなる移住決
定者の増加につなげることが可能になると思われる。次に、移
住先の市町村との連携である。移住のない市町村も含めて、各
市町村の強みや課題を明確にし、県と市町村が全県を上げて
移住者の誘致に取り組んでいる姿を示すことは、山梨の比較
優位をさらに高めることにつながる。自治体間競争の中で、競
争の初期に決定的な成果を上げて、移住先における「山梨ブラ
ンド」が定着するよう、重点的な資源の投下をする戦略を構築
する必要がある。そのためには事業の更なる拡充を含めた検
討を行うべきである。以上から要改善とするのが適当であると
思料する。

有    関連する移住事業の
検証を通じて、やまなし
暮らし支援センターの有
益性を分析し、同セン
ターにおける相談業務の
見直し・レベルの向上を
図る。

要改善 本県のインバウンド戦略の中で中国が相対的に重要であること
は理解できる。そのために現地拠点を設けて情報提供やプロ
モーション、セールス活動を展開することも効果的な方策の一
つであろう。しかしながら、本事業にはいくつかの改善の必要な
課題がある。まず、委託のあり方である。現状では、北京拠点、
上海拠点ともに、平成20年度の事業開始以来、特定の業者と
のみ随意契約により固定的な委託関係を結んでいる。また、委
託料も、それぞれ300万円で合計600万円の固定金額となって
いる。そのため、いずれもインセンティヴが働きにくく、事業の改
善や成果の向上を競うメカニズムに乏しい。次に、成果につい
てである。委託金額が固定制になり、具体的な事業活動につい
ては受託業者の属人的なコネクションに依存していることとも関
連して、現地での事業活動による成果がどのような形で結実し
ているかについて、必ずしも明確でない。こうしたことから、投入
費用と成果との関係も明瞭にされているとはいえない。したがっ
て、契約方式、委託金額、業務内容ともに抜本的な見直し改善
が必要であると考える。インバウンドマーケティングを委託する
のであれば、委託する業務活動や成果等を明示した上で、一
定のコンペティションが働く方法により実施すべきである。以上
により要改善とするのが適当であると思料する。

有    アドバイザー３名から、
インバウンド戦略上、現
地拠点を設けて情報収
集、情報提供、現地PRを
するのは効果的な方法
の一つであるが、①結果
の検証方法、②定額化し
ている委託費の見直しを
含む契約方法の２点につ
いて改善が必要であると
の指摘があった。
   これを受け、委託料が
有効に活用されるという
観点で、今後の中国観光
戦略全体の見直しを行
い、事業を継続するかも
含め検討する。

14 中国観光・経
済交流拠点
活用事業費

国際交流課

有 　 本県を訪れる外国人観
光客の中で４０％強を占
める中国人観光客につ
いては、今後も本県のイ
ンバウンドマーケットにお
いて重要な位置を占める
ことが見込まれる。一方
で、県内企業が中国国内
で独自に活動を行えるだ
けの基盤はなく、リード役
としての県の果たす役割
は未だ大きい。さらに、地
方レベルでの草の根の
交流が日中友好に与え
る影響は非常に大きく、
観光客の増加を図るため
には持続的な事業展開
が不可欠である。
　 一方、旅行スタイルが
団体旅行から個人旅行
へと移行する中、引き続
き観光客の増加を図るた
めには、個人旅行者の
ニーズに対応することが
重要であることから、事
業効果を常に検証し、検
証結果を活動内容に反
映させる仕組みを検討す
る。

日髙
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日髙

土橋 要改善    昭和29年からの事業であり、相当期間経過している。環境変
化の中で、県の関与を見直す必要があるのではないか。農業
関連団体が自助努力の中で工夫し、それぞれの負担により実
施すべきではないか。
   また、事業の中心であるまつりの広場「ふるさと特産品フェ
ア」は、他の部署が関連しているので、各部署が連携して業界
の自助努力、自己責任を前提に、補助のあり方その必要性に
ついて終期を定め検討したらどうか。

五味 一部
廃止

   事業の中で、継続してもよい事業は「式典」である。他の事業
については、事業団体自らが主催し、実施してもよいと考える。
「全国農林水産祭」についても、内容は展示・即売等を行うこと
であり、表彰行為がない。県が関与する事業は表彰等がある
「式典」であると考える。

土橋 要改善    県職員が2名常駐し、さらにインフォメーションセンター使用料
等の補助金を交付している事業であるが、業界団体が自助努
力、自己責任の中で実施すべきではないか。
   また、近年、農畜産物生産者が市場を通さず別途ルートで情
報収集し、直接、小売店や消費者等に販売する傾向がある中
で、大田市場内にあるインフォメーションセンター運営費へ補助
する本事業のあり方について、終期を決め検討したらどうか。

五味 要改善    県としては、需要促進対策、輸出拡大のための企画調整、こ
のような部分に本来、力をいれるのが本筋ではないか。
   JA未加入の農業生産法人等は、それぞれに情報収集する
能力があると思われ、個別農家、生産者に情報提供するため
にJAが大田市場で活動しているのであれば、県は、また別な立
場から、農業従事者を支える施策を推進すべきと考える。

15 山梨県農業
まつり実施費
等負担金

農政総務課

無    本事業は、秋の収穫期
に合わせ本県農業を県
民に理解いただく重要な
機会となっており、本県
産農畜水産物の消費拡
大と農業・農村の活性化
を図るために必要な事業
である。
　 平成4年度より開催時
期が同様な庁内の他3つ
のイベントを合わせて「ふ
るさと特産品フェア」とし
て共同開催し、集客拡大
や啓発効果を高めるとと
もに、最近では、事業関
与の見直しにより補助か
ら費用負担へと移行し、
全国農林水産祭と協調を
図り経費削減などの見直
しを図ってきている。
　 このように農業まつり
の運営は、国実施の全国
農林水産祭や庁内の他
のイベント予算と協調し
て実施していることから、
現行どおり実施していくこ
ととする。

一部
廃止

本事業は、昭和29（1954）年に開始されて以降、既に60年が経
過している。その間、本事業の目的としている県産農畜産物の
消費拡大と農業・農村の活性化のための施策は格段の充実が
図られている。そのため、他の関連施策・事業との重複や代替
関係を検証したうえで、県の役割、事業の内容や方法等の抜本
的な見直しが必要である。そもそも農畜産物の消費拡大や農
業の活性化は第一義的に当事者である農業者の自己責任の
下で取り組むべき課題である。そのために各種の農業団体が
存在しているといえる。行政はそうした農業者の自主的な取り
組みを必要に応じて政策的に補完する役割を担うに過ぎない。
県が「農業まつり」に関与する根拠として、県の主導で「農業の
日（10月15日）」を制定したことが挙げられている。しかし、それ
は農業への県民の関心を喚起するための情報手法の一つで
あって、一連の「農業まつり」事業のすべてに県が一律に関与
することを義務付けるものでは全くない。しかも、「農業の日」の
制定といっても、「県民の日」のような条例の根拠をもつもので
はなく、また他県にも例がほとんどないと思われる。ちなみに、
県が主導して「農業まつり」を実施している例もほとんどないと
思われる。したがって、県の関与の在り方は、個々の事業ごと
に精査し、県民に対して合理的に説明のつく内容と範囲に限定
して行われるべきである。ところが、現状においては、農業まつ
りの一連の事業を企画運営する「農業まつり実行委員会」に県
が構成団体の一つとして参加し、一律に「負担金」として費用の
一部を分担する仕組みになっているために、事業ごとの選択的
な補助を行うことができない。これは、補助金の統合と県の関
与の見直しを勧告した包括外部監査を受けて、平成17、18年度
に、補助金から負担金に変更したことによるものである。包括
外部監査の勧告の趣旨は、「県の適正な関与の在り方」を問題
にしたものであるから、今日の時点で、より適正な関与の在り
方の観点から負担金制度の見直しを検討することは、その勧告
の趣旨と何ら矛盾しないと思われる。以上のような観点から、事
業内容を再検討すると、県が関与する必要のある事業は、③
農水産業功績者表彰及び農業を育てるナイスカップル表彰等
の式典と⑥全国農林水産祭へ参加の調整であり、他の事業は
基本的には農業団体の自主開催事業として行うべきものであ
ると考える。ただし、「ふるさと特産品フェア」として他の部局とも
共同で開催している「まつりの広場」事業については、ＰＲの波
及効果が大きいために必要な範囲で県の政策的な支援があっ
てもよいと思われる。したがって、それ以外の事業については、
補助対象から除外すべきである。いうまでもなく、こうした見直し
を行う前提として、県は「実行委員会」の構成メンバーから外
れ、必要に応じて補助を行う仕組みに変更することが不可欠で
ある。以上により一部廃止とするのが適当であると思料する。

有 　県の関与の在り方につ
いては、今後、実行委員
会構成団体や関係部局
と検討を進めることとした
い。
　事業の在り方について
は、以下のように見直
す。
　「農産物の福祉施設へ
の贈呈」については、関
係団体と協議のうえ、廃
止を検討する。その他の
啓発活動については、関
係団体と実施方法を検討
する。「式典」について
は、県が表彰主体であ
り、表彰意義を存続する
ため継続とする。「農業
者のつどい」について
は、県以外の構成団体
の負担金で運営が主体
的に行われていることか
ら継続とする。「まつりの
広場」については、庁内
の関係4部で実施方法を
検討していく。「全国農林
水産祭」については、県
が関係機関の協力を得
て、主体的に情報発信等
を継続して実施していく
必要があり、より効果的
なPRが図られるよう関係
団体と協議し、実施して
いく。

現  行
どおり

農産物の山梨ブランドを確立し維持するためには、レストラン、
ホテル等の大口購買者のニーズや要望を的確に把握し、それ
を生産者にタイムリーにフィードバックすることが不可欠であ
る。また、今後実需が高まる可能性のある海外販路の開拓に
ついても、積極的な山梨ブランドの効果的な浸透を図る必要が
ある。こうした国内外での農産物販売戦略を効果的に進める上
で、本事業は成果を収めているものと評価できる。以上により
現行どおりとするのが適当であると思料する。

無   市場動向や消費者ニー
ズを的確に把握し、多様
化する生産者にフィード
バックすることは重要で
あり、センター職員と県で
分担、協働し、事業を進
める必要がある。
　これまでも、県の業務と
して、情報の収集・提供
や需要促進対策などによ
り、県の施策である認証
農産物の制度の周知や
海外販路の開拓などの
取り組みを進めてきた。
　今後も事業を継続する
に当たって、県内農業者
を幅広く支援していくた
め、県としては、レストラ
ン、ホテル等の実需者の
ニーズを的確に把握し、
需要拡大を図るととも
に、県の施策である認証
制度の普及拡大、海外
販路の開拓などの取り組
みを強化していく。

16 農産物流通
販売強化対
策事業費補
助金

果樹食品流
通課（農産物
販売戦略室）

無    東京都中央卸売市場
は、国内の販売動向を左
右する最大市場であり、
その動向や大消費地で
ある首都圏の消費動向、
さらには、レストラン、ホ
テル等の実需者のニー
ズや要望など生の声を把
握し、生産者にフィード
バックしていく必要があ
る。また、海外への販路
を開拓していくためには、
輸出入事業者へのＰＲ活
動や生産品目、生育・出
荷情報の提供などを日常
的に実施する必要があ
る。
　 以上から、経費の節減
や効率的な事務・事業遂
行のための業務改善を
行いながら、引き続き県
農産物インフォメーション
センターの運営を支援し
ていく。

日髙



見直し
必要性

説　　　　　明 評価者
評価
区分

説　　　　　明
見直し
必要性

説　　　　　明

アドバイザーによる評価 ２次評価
調書
番号

細事業名
(公共施設名)
担 当 課

１次評価

土橋 廃止    平成25年度活動指標のコンサル派遣事業者数は、目標12社
に対し実績は6社となっている。
   対象事業者が1,000社余りある中で極めて少ない実績をみる
と、事業者側にとって本事業に対する需要、ニーズがあるか疑
問がある。
   昨今の建設業者の動向を見極め、事業者側の現時点での需
要、ニーズ、課題を的確に把握したうえで支援事業を実施した
らどうか。

五味 要改善    現在、５回を上限として派遣しているが、１ヶ月ごとに５回派
遣してもその効果はいかがなものか。コンサルティングを実施し
た結果の状況はわからないが、実施するのであればもう少し長
い期間をかけて派遣することも必要ではないか。５回であって
も、それを１年間の中で実施するという考え方もある。間を開け
て、実施に取り組む期間を設けるということも必要だと思う。外
部のコンサルタントというまったく違った目で事業を指導すると
いうことも必要だと思うので、実施の仕方に検討を加えたらどう
かと思う。

日髙 要改善 複雑かつ多様な教育現場での課題に対応するために、適切か
つ効果的な教育研修を充実することは重要である。そのため、
本事業の対象としての集合研修の拡充が必要であると同時
に、学校現場での職場研修（ＯＪＴ）と連動させ、効果的な課題
解決につながるよう研修企画者と学校現場とのコミュニケーショ
ンの仕組みを充実すべきである。また、現場の教育実践の優れ
た成果を集約して「教育実践事例集」などを策定し、それらを集
合研修において全県に普及するなどの取り組みが必要だと思
われる。以上により要改善とするのが適当であると思料する。

土橋 要改善    研修対象者の未受講者が存在しているので、研修効果を確
実にするため、対象者全員が受講できる体制をとっていただき
たい。
   研修講師に、企業経営者、企業の法務担当者など教育関係
者以外の人材を選定し、組織マネジメント、コンプライアンス、リ
スク管理面等の意識改革を図っていただきたい。

五味 要改善    経年研修の「５年経験者研修」の約１７％の方が欠席してい
る。その全員が産休、育休、病気ではなく、中には精神的なスト
レスを抱えている方もいるのではないだろうか。集合研修ととも
に、小規模なグループでミーティングできるような場を設けるの
も必要ではないかと思う。非常にストレスの多い仕事だと思う
が、お互いに実情がわかっている方たちで話し合いをするのも
意味のあることだと思うので、研修内容について検討をお願い
したい。

17 山梨県建設
業経営支援
アドバイザー
派遣事業費

県土整備総
務課（建設業
対策室）

有    本事業は、県内建設業
者の経営の抜本的な改
善や革新による企業体質
の改善に役立っており、
ほぼ意図した成果を上げ
ている。引き続きこの事
業を行って、社会資本整
備や災害復旧活動時に
必要不可欠な存在である
県内建設産業の活性化
に努めるとともに、今後、
現在対象となっていない
建設業者からの要望など
を踏まえ、対象の拡大を
検討する。

日髙 廃止 本事業は、山梨県入札参加資格を有する中小建設業者を対象
として、経営改善や経営革新に取り組むことを支援するために
希望する企業にコンサルタントを派遣することで、企業体質の
改善を促すことを目的としている。しかしながら、コンサル派遣
という事業の手段と企業の経営体質の改善という成果目的との
間に、有効な関係を見出すことはできない。コンサルティングの
項目のうち解決済みもしくは対処中の事項が95％程度を占め
ていることから、一次評価で成果が達成できたとしているが、そ
の内容は原価計算や会計ソフトの導入などの基礎的なものが
多く、コンサル派遣業務の内容としている「企業の現状分析、経
営課題の抽出、企業ビジョンの明確化、経営戦略の策定、経営
戦略の進捗管理」などの本来的な経営改善や経営革新とは程
遠い内容にとどまっている。また、平成25年度の派遣事業者数
も目標を大きく下回る6社にとどまり、企業側の需要自体も低迷
している。また、その理由として、平成25年度は国の経済対策
補正予算の執行に基づく公共工事の発注件数が増えたため、
コンサルを受け入れる余裕がなかったものとの説明がなされて
いるが、これを裏返せばこの事業の緊要性が欠けていることの
証左である。さらに、一次評価の見直しの必要性において「今
後、現在対象となっていない建設業者からの要望などを踏ま
え、対象の拡大を検討する」としている。具体的には、本事業の
対象業者である県入札参加資格1096社以外に、入札参加資格
を有しない業者にもなし崩し的に対象を拡大することで「需要」
を「創出」しようとするものである。現状においても、需要が低迷
している上に、経営改善や経営革新という本来的目的が十分
に達成できていない状況の中で、「対象」の拡大を行うことは、
事業の政策目的を逸脱した本末転倒の事業存続手段に過ぎな
いとみなされてもやむを得ないだろう。本事業の妥当性を根本
的に再検討する必要がある。以上により廃止とするのが適当で
あると思料する。

有    本事業については、コ
ンサルティングを受けた
業者を対象としたアン
ケート調査の回答などか
らも、これまで一定の成
果を上げており、県内建
設産業の活性化に寄与
してきたと考える。しか
し、事業開始から５年が
経過し、公共投資額が上
向くなど、建設業を取り巻
く環境が変化する中で、
業者の需要も変化してき
ており、平成25年度は実
績が目標の半分にとど
まっていることなどを踏ま
え、廃止の方向で検討す
る。

   複雑かつ多様化する
教育課題を解決するた
め、現場教員へのアン
ケート調査などを利用し
ながら学校現場の課題を
的確に把握し、課題解決
につながる研修を企画し
ていく。
   また、研修効果を高め
るため、新校長等を対象
とした研修については予
備日を設けるなど、対象
者全員が受講できるよう
取り組んでいく。
   近年、重要性が高まっ
ている学校組織マネジメ
ントに関しては、外部の
人材を活用した研修を企
画し、組織力の向上を目
指す。
   さらに、ストレスの多い
環境の中で、各個人の課
題を持ち寄り、グループ
研修を通じて、悩みや課
題の解決に向けて共同し
て取り組む場を設けてい
く。

18 教育研修費

教・総務課

有    近年、いじめ・不登校
等生徒指導上の諸課題
への対応、学力の向上な
ど、複雑かつ多様化する
教育課題に対応するため
には、個人の力量を培う
だけでなく、学校組織マ
ネジメントの視点に立っ
て組織としての力も高め
て行く必要がある。その
ため、管理職の研修だけ
でなく、各研修会に学校
組織マネージメントの視
点を積極的に取り込むな
ど、研修内容の見直しを
進めていく。

有
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１次評価

日髙 要改善 通常の学校教育のスキームでは体験できないアドベンチャー
体験を通じて、中学生たちが地域リーダーとしての資質を開花
させるチャンスを提供するユニークな事業であり、意図した成果
を上げていると評価できる。その成果をさらに発展させるため
に、個々の生徒の資質を開花させるだけでなく、チームワーク
を形成したり集団をマネジメントする基本的な資質の向上を目
的として、人間関係の構築や組織におけるリーダーシップの育
成にも取り組む必要がある。以上により要改善とするのが適当
であると思料する。

土橋 要改善    参加者の安全性確保に、引き続き万全を期していただきた
い。
   経済、社会環境の変化に対応したタイムリーなプログラムと
なるよう日々、研究、改善していただきたい。
   また、参加者の体験活動が、活動終了後、周囲に好影響を
及ぼすような機会、施策等を検討していただきたい。

五味 廃止    県が行う事業として適当なのかという疑問を持った。今はいろ
いろな機会に恵まれていて、参加しようと思えば、県が主催しな
くてもこういったチャンスに参加できる状況にある。自己負担金
についても格安かも知れないが、決して安い金額ではない。そ
の中で、県がわざわざリスクを冒して行うべき事業かどうか疑
問を持ったことから、廃止とさせていただく。

日髙 要改善 定時制高校は、そもそも勤労青少年に対する学習機会の保障
の観点から設置されてきた。本事業の夜食補助も、こうした観
点から有職生徒の経済的負担を軽減することを通じて就学を継
続することを主たる目的として昭和33年に開始され今日に至っ
ている。しかしながら、現状では多様な入学動機や学習歴を持
つ生徒が増え、アルバイト等を含めた生徒の有職率は5割程度
となっている。そのため、必ずしも経済的事情により定時制課
程を選択しているとは限らないケースも多く、それぞれの事情
や背景はより複雑かつ個別的であると推測される。こうした実
態を調査検証した上で、単に補助単価の見直しなどの対症療
法ではなく、最も適正な補助形態はどのようなものであるか、再
検討が必要である。いろいろな事情で補助を希望できない生徒
もいることから、「給食」方式による以外の補助の方式も含め
て、より公正な制度となるよう抜本的な再検討と考える。以上に
より要改善とするのが適当であると思料する。

土橋 要改善    本事業の補助を諸事情により希望できない生徒が約20％存
在している状況の中で、対象者すべてが公平に補助が受けら
れるよう給食時間、支給方法の見直し等を検討していただきた
い。
   一方で、奨学給付金制度の充実等、子どもの貧困対策全体
の中で真に必要な学生が支援を受けられるよう本事業のあり
方について検討いただきたい。

五味 要改善    補助を受けても給食費が払えない生徒がいる。補助対象者
の条件に該当するか否か厳密に判断するのは困難と思うが補
助を受け負担が減ることにより、給食がとれ、学習を継続できる
ということであれば、補助対象者にとって支払いが可能なまで
の補助をしてあげたいという思いはある。妥当な措置の検討を
お願いしたい。

   「補助額が低く給食費
が払えない」、「仕事の都
合で給食の時間に登校
できない」などの理由で
本事業の補助を希望でき
ない生徒が補助対象とな
る生徒の２０％程度おり、
現行の制度には課題が
あると考えられる。
   そこで、すみやかに、
給食時間の弾力的運用
を図るなど、補助対象と
なる生徒に補助が行き渡
るような取り組みを進め
ていく。
   また、夜間定時制に通
う生徒の事情や背景は
複雑であるため、生徒の
実態把握を行った上で、
子どもの貧困対策とし
て、補助単価や補助形態
の検討など、公正な制度
となるよう必要な見直しを
行う。

20 定時制高校
夜食事業費

スポーツ健康
課

有    経済的に恵まれず、本
事業を利用して、夜間学
校給食により、1日の大
半の栄養を得ている生徒
もいることから、事業の継
続は必要である。しかし、
有職生徒のうち、「補助
額が低く給食費が払えな
い」、「仕事の都合で給食
の時間に登校できないた
め学校給食を食べられな
い」等の理由で本事業の
補助を希望できない生徒
が２０％程度いる。多くの
生徒が学校給食を食べ
ることができるよう、本事
業の補助単価の見直しな
ど、生徒にとって魅力あ
る補助のあり方を検討す
る。また夜間学校給食時
間を弾力的に行う等生徒
にとって、より給食を食べ
やすい環境作りを行い、
修学並びに就労の継続
につなげるような制度を
検討する。

有

19 青少年長期
自然体験活
動事業費

社会教育課

有    長年にわたるプログラ
ム改善に伴って、子ども
たちの実質的な活動量と
時間が増えた一方、一日
の活動を振り返って反省
し、それを基に次の日の
活動の改善方策を策定
する時間が少なくなって
きている。自然体験活動
を通して生きる力を育成
しリーダー性を高めるた
めには、体験活動自体の
充実と共に、その活動を
通して自分の行動を振り
返り、それをより良いもの
にしていく力の育成が大
切である。そのために
は、今後は、活動の振り
返りの時間を充実するよ
うプログラムを改善した
い。その際、振り返りの観
点として、近年、上手に
人間関係を作れない生
徒が増えているため「そ
の活動を通してより良い
人間関係を形成できた
か」という点に重点を置
き、自分を中心としてより
良い仲間づくりができる
ような改善方策を策定さ
せたい。

有    本事業は、将来の地域
のリーダーを県として育
成するものであり、全県
から選ばれたリーダーと
しての資質を有する中学
生が、山梨にはない海洋
でのサバイバル生活を通
して市町村の枠を超えた
人間関係を構築する中
で、その資質を向上をさ
せることに意義があり、
その面でこれまでも高い
効果を上げてきた。また、
指導者の確保等の負担
が大きいこと、県がこれ
まで蓄積してきたノウハ
ウに対する信頼度が高
いことなどから、県が本
事業を継続していくことと
する。
   今後は、リーダーとして
の成長をさらに促すた
め、参加中学生が成果
や課題を把握したうえで
改善策を決定・実行し、
その中で達成感や自己
有用感を得られるよう、
個々のプログラムについ
て、反省・振り返りの時間
を確保するほか、人間関
係形成能力の育成に向
けた活動プログラムや指
導方法の改善について
検討する。また、参加者
の体験がその周囲に好
影響を及ぼすよう、各中
学校で報告会を実施する
等の取り組みを進めてい
く。


